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（１）地方公務員のボーナス

期末手当
•生活していて出費が大変な時期
（６月、１２月）に生活費として
支給する手当です。

•生活給として支給されるため、勤務
態度や勤務成績などは、基本的に
は金額に影響しません。

勤勉手当
•普段の仕事の頑張りを評価されて
支給される手当です。

•業務における頑張り（人事評価）
を見て、あなたはこれだけ頑張った
のでこの金額を上乗せしますね、
という感じで貰える手当です。

ふたつの手当を合わせて一時金といいます。
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自治労は
改善にむけて

取り組んできました

現在 2024年度から

会計年度任用職員の一時金
地方自治法が改正され、会計年度任用職員についても、2024年度から条例化することによって「勤勉手当」を支給できることになりました。

期末手当

勤勉手当

期末手当

勤勉手当

期末手当
＋

勤勉手当

期末手当
のみ

法律改正

正規職員と同じよう
に支給されるには、
組合交渉が必須！

「できる」＝「支給しなければ
ならない」ではない
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勤勉手当について

勤勉手当の計算方法 ①基礎額×②期間率×③成績率

①基礎額：月額＋地域手当等

②期間率：基準日前の6か月の勤務期間に応じて算出される率
※期間率は自治体によって異なります。ご自分の自治体の条例等を確認してください。

③成績率：人事評価によって決められます。

対象者：基準日（6月1日、12月1日）に在職している職員

会計年度任用職員 フルタイムは任期が6か月以上、

パートタイムは任期が6か月以上、週の勤務時間15時間30分以上
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勤務期間 割合 勤務期間 割合

6か月 100/100 2か月15日以上3か月未満 40/100

5か月15日以上6か月未満 95/100 2か月以上2か月15日未満 30/100

5か月以上5か月15日未満 90/100 1か月15日以上2か月未満 20/100

4か月15日以上5か月未満 80/100 1か月以上1か月15日未満 15/100

4か月以上4か月15日未満 70/100 15日以上1か月未満 10/100

3か月15日以上4か月未満 60/100 15日未満 5/100

3か月以上3か月15日未満 50/100 0 0



勤勉手当の「期間率」の取り扱い（総務省マニュアルより）

〇常勤職員（正規職員）との権衡等を踏まえて定める必要があります

〇例えば2024年4月1日から2025年3月31日まで任用、2025年4月1日から6月1日まで引き続き
任用された職員の場合、2025年6月期の「在職期間」「勤務期間」については、2024円12月2日から
2025年6月1日までの6か月とすることが適当です

2024.12.1 2025.4.1 2025.6.1

任用 任用
2025年度は6か月未満の任用ですが、前年度からの
任期が6か月以上となるので、2025年6月期の期末・
勤勉手当を支給することが適当です

2024.4.1

〇勤勉手当の支給については、2024年度から可能となりますが、「勤務期間」については、2023年度
から通算する取り扱いとすることが適当と考えられます

交渉！
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人事評価について

柔軟な形での人事評価のイメージ

○評価項目を正規職員と比較して少なくする

（例）正規職員は業績、能力、組織運営をそれぞれの項目でさらに細かなカテゴリーで評価

会計年度任用職員は実績、能力評価のみ

○評価の区分を少なくする

（例）正規職員はS,A,B,C,Dの5段階

会計年度任用職員はA,B,Cとして、C評価は無断欠勤が多いや処分を受けるなど、明らかに問題がある場合

○評価者を会計年度任用職員の業務を理解している人にする

（例）正規職員：一次評価者が課長、二次評価者が部長、確認者が市長

会計年度任用職員：一次評価者は直近の上司 二次評価者、確認者は課長

地方公務員法上は、会計年度任用職員は勤務時間にかかわらず、人事評価の対象となります。

勤勉手当を支給するには、人事評価の結果を適切に成績率に反映する必要があります。

具体的な実施方法については、職務内容や勤務実績等に応じて柔軟な形で人事評価を実施することも可能です。

交渉！
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現在の常勤職員の人事評価制度自体が全国的にバラバラです（評価期間の設定や回数）
まずは、自分の自治体の常勤職員の人事評価制度について確認します。
会計年度任用職員についても同様の制度、またはそれよりも簡易な制度とすることを求めていきましょう。

Q,勤勉手当に活用する人事評価については、年2回実施しなければなりませんか？（問12-3）
A,常勤職員と同様、直近の人事評価結果を反映するために、評価期間を2回に設定し、その結果
を年2回の勤勉手当の成績率に反映する必要があります

Q,成績率の区分は、国家公務員や常勤職員と同様とすべきですか？（問14-8）
A,常勤職員に適用される制度を基本としつつ、各団体の実情、任用の実態等に応じて、細部において
異なる制度設計とすることは差し支えない

Q,人事評価の結果を勤勉手当の成績率に反映しない取り扱いは可能？（問14-9）
A,地方公務員法において根本基準が規定されており、評価結果を活用せずに勤勉手当を支給してい
る状態は地方公務員法の主旨に反するもの

総務省 会計年度任用職員勤勉手当の支給について Q&A 2023年6月9日通知（以下総務省Q&Aより抜粋）
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人事評価についての考え方

【成績率の反映について】
勤勉手当の成績率は、制度上は常勤職員と同様に規定しつつも、運用上は差をつけさせない（標準のみの運用とし、
上位区分と下位区分についてはつけさせない）制度とするよう求めます。

【評価の方法】
会計年度任用職員としての業務内容・勤務実態を考慮した評価方法とすることを求めます。
現場の負担とならないよう、簡単な評価方法での実施に向けた交渉・協議を行いましょう。

【再度の任用の能力実証】
人事評価結果を、再度の任用を行う場合の客観的な能力実証として、活用することが可能となりますので、
公募・試験を行わなくても、再度の任用ができるような運用を、各単組で協議し、交渉により適用させましょう。

総務省Q&A
問6-5 公募を行う際、前年度に同一の職務内容の職に任用されていた者については、前の任期における勤務実績
を考慮して選考を行い、その結果、再度の任用をすることは可能か。
A ～略～当該会計年度任用職員の職と同一の職務内容の職が翌年度設置される場合、平等取扱いの原則
や成績主義の下、客観的な能力実証を経て再度任用されることはあり得るものである。
～略～客観的な能力の実証の一要素として、前の任期における勤務実績を考慮して選考を行い、その結果、
再度の任用をすることは可能である。
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（２）退職手当
総務省マニュアル

退職手当については、常時勤務に服することを要する職員について定められている勤務時間以上勤務した日が１８日以
上ある月が、引き続いて６月を超えるに至った者で、その超えるに至った日以後引き続き当該勤務時間により勤務する
こととされているものは、職員とみなして、退職手当を支給することとされており（職員の退職手当に関する条例
（案）第２条第２項及び職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（案）（昭和３７年９月２９日自治丙公発
第２０号）附則第５項）、この支給要件を満たす場合には、各地方公共団体の条例に基づき適切に支給する必要があり
ます。

対象は正規職員と同じ勤務時間（フルタイム）の会計年度任用職員で6か月以上働いている人

※正規職員とは違う退職手当条例を定めている自治体があるため、自分の働いている自治体の条例を確認しましょう！

短時間勤務（パートタイム）で任用されているが、毎日時間外勤務をさせ、実態は7時間45分勤務となっ
ているような悪質な運用がされている場合には、フルタイムの会計年度任用職員として任用するように組合で
求めます。

また、7時間30分勤務など、わずかに短い勤務時間を設定されている場合は、本来はフルタイムで任用すべ
きところを、財政上の理由で短時間勤務に設定している可能性があります。そのような場合は、業務の内容、
量に見合った勤務時間になるように組合で求めます。

交渉！



総務省通知 令和４年（2022年）１２月２３日
会計年度任用職員制度の適正な運用等について（通知より抜粋）

• 適切な勤務時間の設定 会計年度任用職員の勤務時間については、その職務の内容や標準的な職務の量に応じ
た適切な勤務時間を設定することが必要であり、例えば、フルタイム勤務とすべき標準的な職務の量がある職
について、パートタイム会計年度任用職員として位置づけること自体を目的として、勤務時間をフルタイムよ
りわずかに短く設定することは適切ではないこと。

• 今年度調査では、１週間当たりの勤務時間が37時間30分（フルタイムより１日15分短い）以上のパートタイム
会計年度任用職員は依然多くの部門・職種で任用されているが、令和３年度助言通知のとおり、フルタイムよ
りわずかに短い勤務時間を設定することについては、財政上の制約を理由として行うことは改正法の趣旨に沿
わないことを前提に、任命権者及び人事委員会又は公平委員会は、人事機関として、一般的に理解を得られる
相当の合理的な理由があるのか改めて検証の上、慎重に判断する必要があることに、十分留意すること。

• 令和３年度において超過勤務があったにもかかわらず勤務時間の見直しを行っていないものについて、見直し
を行っていない理由として、新型コロナウイルス感染症対策に関連した業務への従事等、業務量が増大したの
は突発的な要因であると分析していること等が挙げられていたが、勤務時間については、具体的な業務内容や
時間外勤務の有無等勤務の実態を把握した上で、毎年度、見直しの検討を行う必要があることについては、令
和３年度助言通知のとおりであり、このことに十分留意する必要があること。
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（３）地域手当
都道府県 支給地域 都道府県 支給地域

北海道 札幌市 岐阜県 岐阜市 大垣市 多治見市 美濃加茂市 各務原市 可児市

宮城県 多賀城市、仙台市、名取市 静岡県
静岡市 沼津市 磐田市 御殿場市 浜松市 三島市 富士宮市 富士市 焼津市 掛川市 藤枝市
袋井市

新潟県 新潟市 愛知県
刈谷市 豊田市 名古屋市 豊明市 西尾市 知多市 みよし市 岡崎市 瀬戸市 春日井市 豊川
市 津島市 碧南市 安城市 犬山市 江南市

茨城県
取手市 つくば市 守谷市 牛久市 水戸市 日立市 土浦市 龍ケ崎市 古河市 ひたちなか市
神栖市 笠間市 鹿嶋市 筑西市

田原市 弥富市 西春日井郡豊山町 豊橋市 一宮市 半田市 常滑市 小牧市 飛島村

群馬県 高崎市 前橋市 太田市 渋川市 三重県 鈴鹿市 四日市市 津市 桑名市 亀山市 名張市 伊賀市

栃木県 宇都宮市 大田原市 下野市 栃木市 鹿沼市 小山市 真岡市 滋賀県 大津市 草津市 栗東市 彦根市 守山市 甲賀市 長浜市 東近江市

埼玉県
和光市 さいたま市 志木市 東松山市 朝霞市 坂戸市 川越市 川口市 行田市 所沢市 飯
能市 加須市 春日部市 羽生市 鴻巣市 深谷市

京都府 京田辺市 京都市 宇治市 亀岡市 向日市 木津川市

上尾市 草加市 越谷市 戸田市 入間市 久喜市 三郷市 幸手市 滑川町 鳩山町 杉戸町大阪府
大阪市 守口市 池田市 高槻市 大東市 門真市 豊中市 吹田市 寝屋川市 箕面市 羽曳野市
堺市 枚方市 茨木市 八尾市 柏原市 東大阪市

千葉県
袖ケ浦市 印西市 千葉市 成田市 船橋市 浦安市 市川市 松戸市 佐倉市 市原市 富津
市 野田市 茂原市 東金市 柏市 流山市 印旛郡酒々井町 栄町 木更津市 君津市 八街
市

交野市 岸和田市 泉大津市 泉佐野市 富田林市 河内長野市 和泉市 藤井寺市 泉南市 阪
南市 熊取町 田尻町 岬町 南河内郡太子町

東京都
特別区 武蔵野市 調布市 町田市 小平市 日野市 国分寺市 狛江市 清瀬市 多摩市 八
王子市 青梅市 府中市 昭島市 東村山市 国立市

兵庫県
西宮市 芦屋市 宝塚市 神戸市 尼崎市 伊丹市 川西市 三田市 明石市 赤穂市 姫路市 加
古川市 三木市

福生市 稲城市 西東京市 立川市 東大和市 三鷹市 あきる野市 東久留米市 武蔵村山市奈良県 天理市 奈良市 大和郡山市 大和高田市 橿原市 香芝市 王寺町 桜井市 宇陀市

神奈川県 横浜市 川崎市 厚木市 鎌倉市 相模原市 藤沢市 横須賀市 平塚市 和歌山県 和歌山市 橋本市

小田原市 茅ヶ崎市 大和市 三浦市 秦野市 葉山町 中郡二宮町 岡山県 岡山市

山梨県 甲府市 南アルプス市 広島県 広島市 三原市 東広島市 廿日市市 海田町 坂町

長野県 塩尻市 山口県 周南市

富山県 富山市 徳島県 徳島市 鳴門市 阿南市

石川県 金沢市 河北郡内灘町 香川県 高松市 坂出市

福井県 福井市 福岡県 福岡市 春日市 福津市 太宰府市 糸島市 新宮町 粕屋町 北九州市

長野県 長野市 松本市 諏訪市 伊那市 筑紫野市 宇美町

長崎県 長崎市

地域手当とは、 首都圏や都市部などの物価
の高い地域に勤務する公務員に対して支給さ
れる手当 のことを指します。 勤務地によって生
じる支出の差を埋めるための制度であり、公務
員の地域手当は人事院規則によって定められ
ています。

【地域手当が支給されている自治体の場合】

フルタイムの会計年度任用職員は正規職員と
同様に支給されているかを確認し、支給されて
いない場合は支給を求めます。

パートタイムの会計年度任用職員は地域手当
分が報酬単価に含まれているか確認し、含ま
れていない場合は加算を求めます。
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※支給率は自治体によって異なります。それぞれ確認してください。



（４）時間外勤務手当
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勤務時間を超えて勤務を命じられた場合に、残業した時間数に応じて支給される手当です。

フルタイムの会計年度任用職員は時間外勤務手当として、短時間勤務（パートタイム）の会計年度任

用職員には時間外勤務手当相当額が報酬として支払われます。

労働基準法は1日8時間を超えて勤務した時間から手当の対象となりますが、自治体の場合は正規職員

の7時間45分を超えた時間から手当の対象となります。

【9時から16時30分までの6時間30分勤務の場合】

6時間30分 1時間15分

9：00 16：15 17：30

4時間30分

22：00

7時間

5：00

所定労働時間 法定時間内
残業

法定時間外
残業25％以上

法定時間外＋深夜50％以上



（５）交渉のポイント

専門職の場合、職場
以外の人にも、わかる
言葉で伝えましょう。

相手に伝えるために

客観的な視点を
持って訴えましょう。

具体的な例を出して職場の
実態を伝えます。
出先職場の場合は担当課に
職場を、見てもらうなど現場の
実態を認識してもらいましょう。

 交渉前に単組の執行委員と職場の現状課題を共有します。

 要求項目に関係する担当課とは事前に要求内容などを
説明します。

 交渉では要求の根拠を具体的に示しましょう。
（例）1か月に実際に残業した時間数

 当局からの要求を下回る提案や回答に対しては、必ずその
根拠を確認します。

 当局の主張、説明の矛盾点をみつけて追及します。

当局とは：賃金や労働条件などの交渉をする相手方の総称
市長、副市長、人事課、総務課 所属の担当課の部長、課長など

用語解説



労働条件について正式に
意見がいえるのは労働組合だけです！

組合の交渉力が弱ければ、
団体交渉でいい結果を出すことが
難しくなります。

数は交渉の「力」になります。
仲間を増やし要求を実現していきましょう！

組合がなかったら‼
こんな事が起こるかも⁉

お知らせ
会計年度任用職員は
これまでどおり期末手当の
み支給することになりました

（６）仲間づくり
組合員をふやして要求を実現しよう！

組合員
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組合未加入者には就業時間の前後や
休憩時間に加入を呼びかけましょう。

自治体単組の役員、組合員に協力して
もらいながら、組合説明会を開いたり、
組合の学習会に参加してもらい組合加入
を促しましょう。

自分の職場

仲間づくりの
すすめ方

他の職場

レクリエーションも大事な
組合活動です。
レクリエーションの機会を
つかって未加入者にも
組合加入を呼びかけましょう。

勤勉手当の支給など会計年度任用職員全体にかかわる課題は、一部の職場・
職種だけの組合員との交渉では改善が難しいこともあります。
できるだけ多くの職場、職種の会計年度任用職員に仲間の輪を広げましょう。
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おさらい
①自分たちの自治体の正規職員の労働条件を確認します。

・勤勉手当の計算方法、人事評価制度、支給されている手当など

②会計年度任用職員に支給されている手当、支給の条件などを確認します。

③自治体単組執行部と要求や目標時期を確認し協力しあって交渉しましょう。

④要求書づくり、当局との交渉前、交渉後には組合員に状況を伝えます。

⑤組合未加入者にも状況を伝え、組合加入が要求実現の後押しになることを
伝えて加入を促しましょう。
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